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若年者の職業の安定を図るための特別措置等に関する法律案（山井和則君外二名提出）について、 

高橋千鶴子議員に対し、山井和則が答弁 

 

○高橋委員 前段の、モラトリアムが今どき出てきたのに正直ちょっと驚いておりますけれども、青年が職につ

けない事情にはいろいろなことがございますので、モラトリアムでフリーターに就職することが云々という御認

識はいかがなものかなということをちょっと考えているわけです。 

 ただ、後段におっしゃっていただいたように、やはり初めて社会に出るときに、むしろ社会人としての十分な

基礎的な知識を積んで、ガイダンスを受けて社会に入っていくということを支援するというシステムをしっかり

持っていくということは、やはり私は大事なんだろうということを重ねてお話をしたいと思うんですね。 

 問題は、前にも私、本委員会で指摘したことがありますけれども、いつ経験を積めばいいのというフリーター

の悲鳴であります。新卒を採用し、職業訓練もしながら長期にキャリア形成をしていこうという企業の思惑と、

即戦力のある人材を中途で採用したいという思惑の二極化の中で、キャリア形成をするチャンスが得られなかっ

た、パートやアルバイトなどの経験しか積めなかった若年者がこぼれてしまう、ここをどうするのかというのが

最大の課題であろう。これは多分、年齢制限を取り払うだけでは解決しないと思うんですね。それは働き方の問

題をやはり大もとから変えていくということ、もちろん公的職業訓練も必要だし、そういういろいろな総合的な

対策が必要だろう。 

 民主案では、そこに着目した特別措置法も出されているわけですが、ここも大変簡潔にお願いしたいんですけ

れども、若年者等職業カウンセラーを配置して、個別就業支援計画の作成などマンツーマンの指導をするとあり

ますけれども、その際にも、やはりハローワークの職員の増員、体制強化は不可欠と思いますが、どの程度ふやす

と考えておられますか。 

○山井議員 高橋委員、御質問ありがとうございます。また、ロストジェネレーションの若い世代のパートやア

ルバイトの方々を安定雇用するため、そのために国を挙げて取り組むという民主党の若年者就労支援法案に賛成

の意を示してくださっていることにも感謝申し上げます。御質問にお答えいたします。 

 若年者等職業カウンセラーは公共職業安定所に置くこととし、一定の要件を満たす若年者等に対して、個別就

業支援計画を作成し、同計画に基づいて職業指導、職業紹介を行うなど、幾つかのステップを踏んできめ細やか

な支援を実施していくこととしております。その数についてのお問い合わせがございました。 

 対象若年者等のうち、個別就業支援計画を作成する者が総数で約五十万人、一年当たりで約十万人と想定して

おります。そして、カウンセラーは一人当たり二十人の対象若年者等を担当し、一年間で延べ六十人の若年者等

を担当することを想定しております。したがいまして、人数につきましては、カウンセラーは総数で約千七百人

と想定しております。既存のハローワークの職員や団塊世代の退職者を活用するとともに、厚生労働省において

は、平成十四年度から五年間で五万人のキャリアコンサルタントを養成することとされており、必要な人数の確

保が可能であると考えております。また、資格についてもお問い合わせがありました。 

 これについては、カウンセラーはその職務を行うのに必要な熱意及び能力を有する者でなくてはならず、また、

多様な人材を確保することとしております。例えば、若年世代で引きこもりなどを経験したことのある者、一般

企業で人事などを経験した退職者等、コミュニケーション能力にたけた人の力を幅広く積極的に求めていくこと

が必要であると考えております。 

 実際の支援の場面においては、忍耐強く対象若年者等を励まし支える熱意が求められると同時に、雇用や職業

についての幅広い知識や、対象者が相談しやすい寛容さ、客観的に対象者を判断できる能力、さらには信頼性や

協調性といった人柄も含めた能力が求められると考えております。そのため、法案におきましては、カウンセラ

ーの資質の向上を図るため必要な研修を受けなければならないことも規定しております。 

 以上でございます。 


